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米国会計基準採用の有無 有・◯無 
 
１． 平成１８年３月期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
(1)連結経営成績                 (注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高      営業利益  経常利益  
 
１８年３月期 
１７年３月期 

     百万円   ％ 
  ４７,３７１ (１.０) 
  ４６,９１４(△２.０) 
)0 

    百万円     ％ 
   １,２５１  (３.６) 
   １,２０７ (△３.９) 
 

        百万円    ％ 
    ９３３ (２２.５) 
     ７６１ (△９.１) 
  

 
当期純利益 

１株当たり
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
１８年３月期 
１７年３月期 

    百万円     ％ 
２０４   (－) 
△９４３   (－) 

 

  円 銭 
15 23 
△70 35 

  円 銭 
 15 04 
         
  

      ％ 
2.9 

△12.6 

％ 
  ２.７ 
   ２.２ 

       ％ 
  ２.０   
   １.６ 
 (注)①持分法投資損益 １８年３月期     百万円  １７年３月期      百万円 

    ②期中平均株式数(連結) １８年３月期 １３,４１４,２２４株 １７年３月期 １３,４０９,５３８株 

    ③会計処理の方法の変更    ○有・無 
    ④売上高､営業利益､経常利益､当期純利益におけるパーセント表示は､対前期増減率 

(2)連結財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
１８年３月期 
１７年３月期 

          百万円 
  ３５,４３６ 
  ３４,３９１ 

          百万円 
   ７,３１１ 

６,９６３ 

              ％ 
    ２０.６ 
    ２０.２ 
 

    円  銭 
  ５４３ ４５ 
  ５１９ ３３ 

(注)期末発行済株式数(連結) １８年３月期１３,４５３,０６４株 １７年３月期 １３,４０８,４５２株

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動によるキ
ャッシュ･フロー 

投資活動によるキ
ャッシュ･フロー 

財務活動によるキ
ャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 
１８年３月期 
１７年３月期 

         百万円 
     ４２３ 
     １６８ 
    

         百万円 
   △１６１   
     １６６ 

         百万円 
    △３３７     
    △４７８ 

          百万円 
      １,１５２   
   １,２２１ 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 ５ 社  持分法適用非連結子会社数   社  持分法適用関連会社数   社 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)   社 (除外)   社    持分法 (新規)   社 (除外)    社 

２．平成１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日) 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
中間期 
通  期 

        百万円 
    ２３,８９０ 
    ４８,２３０ 

                百万円 
      ５１０   
      ９４０ 

                百万円 
     １８０  
     ４２０  

※営業利益(中間期) ７１０百万円 (通 期) １,３２０百万円 
(参考)1株当たり予想当期純利益（通期）３１円３１銭 
 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績
は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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１．企業集団の状況 
  

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社５社、関連会社１社及びその他の関係会社１社により構成

されており、ＤＩＹ用品、家庭用品、カー・レジャー用品の販売を行う、ホームセンター事業を基幹事業としております。

さらに子会社においては、木材及びＤＩＹ関連商品の卸売事業、ソフトウェアの開発・販売事業、ビルメンテナンス・清

掃・警備業務の受託事業を営んでおります。 

当社グループ内各社の位置づけは次のとおりであります。 

事 業 内 容 会 社 名 当社グループ内における位置づけ 摘 要 

 ㈱エンチョー － 当社 ＤＩＹ用品、家庭用品、

カー・レジャー用品の販

売 
 ㈱テルウェルホームセンター 当社より商品供給を受け、一般

消費者に販売しております。 
子会社 

ホ
ー
ム
セ
ン

タ
ー
事
業 

レジャー用品の販売  ㈱ブロス 当社より商品供給を受け、一般

消費者に販売しております。 
子会社 

木材及びＤＩＹ関連商

品の卸売 

 ㈱ジャンボ 木材及びＤＩＹ関連商品を仕入

れ、当社及び当社グループ以外

のユーザーへ販売しておりま

す。 

子会社 

コンピューター計算受

託及びソフトウェアの

開発・販売 

 ㈱システック 当社グループ内各社のデータ処

理・ソフトウェアの開発を受託

しているほか、開発したソフト

ウェア等を当社グループ以外の

ユーザーへ販売しております。 

子会社 

そ
の
他
の
事
業 

ビルメンテナンス・清

掃・警備業務の受託 

 ㈱ジェイ・イー・サービス 当社グループ内各社を中心にフ

ロアー清掃・警備等を行ってお

ります。 

子会社 

ＤＩＹ業界の情報収集及び市

場調査 

 ディ・アイ・ワイ流通事業協同組合 
－ 関連会社 

不動産の賃貸  ㈲無量寿 当社へホームセンター１店舗の

土地・建物を賃貸しております。 

その他の

関係会社 

 企業集団等の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     グループ内のデータ処理、清掃・警備業務の受託の範囲 
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小 
 

売 

(連 結 子 会 社) 

㈱ジェイ･イー･サービス 

ビルメンテナンス・ 
清掃･警備業務の受託 

一 般 消 費 者 

当 社  ㈱エンチョー （ＤＩＹ用品、家庭用品、カー・レジャー用品の販売） 

(そ の 他 の 関 係 会 社 ) 

㈲ 無 量 寿 

(不 動 産 の 賃 貸) 

(連 結 子 会 社) 

㈱ シ ス テ ッ ク 

コンピューター計算受託及び 
ソフトウェアの開発 ･販売 

(連 結 子 会 社) 

㈱ ジ ャ ン ボ 

木 材 及 び Ｄ Ｉ Ｙ 
関 連 商 品 の 卸 売 

卸 

売 

商
品
供
給 

( 連 結 子 会 社 ) 

㈱ ブ ロ ス 

(レジャー用品の販売) 

 

小 
 

売 

商
品
供
給 

小 
 

売 

ユ 
 
 
 ー 

 
 

ザ 
 
 

ー 賃 
 

貸 

( 関 連 会 社 ) 

ﾃﾞｨ･ｱｲ･ﾜｲ流通事業協同組合 

ＤＩＹ業界の情報収集及
び 市 場 調 査 

( 連 結 子 会 社 ) 

㈱ ﾃ ﾙ ｳ ｪ ﾙ ﾎ ｰ ﾑ ｾ ﾝ ﾀ ｰ 

DIY用品､家庭用品､ｶｰ･ﾚｼﾞｬｰ用品の
販 売 



２.経営方針 

 

（１）会社の経営の基本方針 

  当社グループは、お客様の住生活に役立つＤＩＹ情報の発信や快適な住生活への提案を通してＤＩＹ

の普及に努め、ＤＩＹ専門店として、創造性あふれ魅力ある店づくりを目指してまいりました。多様化

するお客様のニーズに的確に応えていくため、これまで培ってきたＤＩＹのノウハウを結集し、競争力

のある企業体質の強化を推し進め、商品、情報、サービス面をより充実させた店舗展開に取り組み、顧

客ニーズ対応型ＤＩＹ専門店の実現を目指した経営システムの確立に取り組んでおります。また、経営

の効率化と健全化を図り、株主の皆様の期待に応えられるよう努めております。 

 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

  当社は、配当の継続を重視しており、会社の経営成績及び財政状態並びに今後の見通し等を総合的に

勘案しながら、積極的な利益還元を行うことを基本方針としております。内部留保資金につきましては、

企業体質の強化及び事業規模拡大のための設備投資資金等に有効活用し、売上拡大、株主資本比率の更

なる向上を図ってまいります。 

  当社では、取締役及び従業員の意欲や士気を高め長期的な業績向上を図ることを目的に、ストックオ

プション制度を導入しております。 

 

（３）目標とする経営指標 

当社グループでは、中期経営計画として営業利益率の５％台回復を目標としており、この営業活動に

より得られた資金の範囲以内で、事業規模拡大のための設備投資を実施するとともに、借入金の圧縮を

進め、自己資本比率を25％台にすることを目標としております。 

 

（４）中長期的な経営戦略 

当社グループは、ホームセンター業界の中でもＤＩＹに特化した店づくりを推進しております。今後

も更にＤＩＹ市場を開拓するために、お客様のニーズを捉えた商品開発をより充実させ、ＤＩＹアドバ

イザーを核とした接客体制の強化により、魅力ある店づくりに注力していきたいと考えております。 

  また、システム・業務の見直しを図り徹底したコスト管理を実施することに加え、高付加価値商品比

率を高めることにより、収益力の強化に繋げてまいりたいと考えております。 

 

（５）会社の対処すべき課題 

ホームセンター業界では、外資系企業を含めた企業間競争の激化が予想されるため、当社グループで

は、お客様のニーズを捉えた商品開発をより充実させ、ＤＩＹアドバイザーを核とした接客体制の強化

により、魅力ある店づくりに注力していく必要があると考えております。 

ホームセンター店舗におきましては、営業基盤を静岡県・中京地区・南関東地区に集約させ同地区に

集中的に出店し、営業基盤を拡大していきたいと考えております。また、ホームファッション専門店「Ｃ

ＡＳＡ」、建築・土木・工具の専門店「アシストプロ」、アウトドア専門店「ＳＷＥＮ」の新規出店を

加速し、専門店としてのブランドの確立を目指してまいります。 
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（６）親会社等に関する事項 

  「企業集団の状況」に記載のとおり、当社の親会社等は、上場会社が他の会社の関連会社である場合

における当該他の会社と同義のその他の関係会社である有限会社無量寿のみであります。 

 

 ①親会社等の商号等 

親会社等 属性 
親会社等の議決権 

所有割合（％） 

親会社等が発行する株券が上

場されている証券取引所等 

有限会社 無量寿 

上場会社が他の会社の

関連会社である場合に

おける当該他の会社 

21.4 なし 

 

②当社の親会社等の状況について 

 当社の親会社等である有限会社無量寿の主たる事業は不動産の賃貸事業であります。 

 

③親会社等における当社の位置付け 

 有限会社無量寿は当社の議決権を、21.4％所有しており、また有限会社無量寿の役員３名が当社の役

員を兼務するという人的関係、並びに当社店舗の一部を賃借しているという取引関係も有しております。 

  しかしながら、当社の最高意思決定機関である取締役会を監視する４名の監査役（うち２名は社外監

査役）が有効に機能し、経営の透明性は確保されているものと考えております。 

  

④親会社等との取引に関する事項（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

  当社と親会社等である有限会社無量寿との取引に関する事項は、連結財務諸表の注記事項「関連当事

者との取引」に記載のとおりであります。 
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３.経営成績及び財政状態 
 

（１）経営成績 

概況 

 当連結会計年度における我が国経済は、企業収益の持ち直しや個人消費の拡大により、景気は緩やか

な回復基調をたどりました。 

ホームセンター業界におきましては、業界大手の出店競争が激化する一方で寡占化の進行も著しく、一

段の厳しさを呈しております。 

このような環境のなかで、当社グループのホームセンター事業では、一層のＤＩＹ専門店化を追求し、

お客様のご要望にお応えできる、魅力ある店づくりに取り組んでまいりました。 

商品面では、付加価値のある輸入開発商品を積極的に投入するとともに、消費者のニーズを捉えたオリ

ジナル商品を幅広く展開いたしました。また、新商品の早期導入や高品質商品への入れ替えを随時実施し、

きめ細かな商品構成の充実を図ってまいりました。 

サービス面では、ＤＩＹアドバイザーによる接客体制の強化とテレビ番組を利用した商品情報の提供、

当社クレジットカード「ＥＮＣＨＯ ＣＡＲＤ」の普及による利便性の向上など、快適なショッピングの

環境づくりを進めてまいりました。さらに販売面では、リフォームスタッフを基幹店に配置、サービス体

制を整備し、リフォーム事業への取り組みを強化いたしました。 

新規出店及び店舗改装につきましては、ホームセンター店舗におきましては、既存店の活性化のため「ジ

ャンボエンチョー藤枝店」他、計３店舗の改装を行いました。ホームファッション専門店「ＣＡＳＡ」は

静岡県に１店舗、神奈川県に２店舗、山梨県に１店舗の計４店舗開店いたしました。アウトドア専門店「Ｓ

ＷＥＮ」は静岡県に２店舗開店いたしました。また、新業態店舗といたしまして、建築・土木・工具の専

門店「アシストプロ」を静岡県に１店舗開店いたしました。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は47,371百万円（前年同期比101.0％）経常利益は933百万円（前

年同期比122.5％）、当期純利益は204百万円（前連結会計年度は943百万円の当期純損失）となりまし

た。 

 

（２）財政状態 

キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の獲

得423百万円、投資活動による資金の支出161百万円、財務活動による資金の支出337百万円等により、

前期末に比べ68百万円減少し、1,152百万円となりました。 

  

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果得られた資金は423百万円（前年同期比254百万円の収入増）となりました。この増加

要因は主に、法人税等の支払額が前連結会計年度に比べ167百万円減少したことが影響したものでありま

す。   

 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果使用した資金は161百万円（前期は166百万円の収入）となりました。この逆転要因は

主に、有形固定資産の取得による支出が、前連結会計年度に比べ307百万円増加したことが影響したもの

であります。  
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財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果使用した資金は337百万円（前年同期比140百万円の支出減）となりました。この減少

要因は主に、前連結会計年度に比べ社債の発行及び長期借入れによる収入の増加が影響したものでありま

す。  

 

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。 

  平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 

株主資本比率（％） 22.4 20.2 20.6 

時価ベースの株主資本比率（％） 13.9 14.0 19.0 

債務償還年数(年） 36.6 101.8 40.0 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ(倍) 1.4 0.5 1.5 

株主資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   ２．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

   ３．営業キャッシュ・フロー及び利払いは連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営

業活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

   ４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債

を対象としております。 

 

（３）次期の見通し 

 次期の見通しにつきましては、企業業績の改善に支えられ景気の回復は続くものと予測されますが、雇

用情勢の厳しさや原油価格の高騰による影響等により、先行きの不透明感は拭いきれません。 

このような状況下で当社グループは、ホームセンター店舗を他社と差別化するため、ＤＩＹカテゴリー

をより一層強化し、ＤＩＹ・ＢＩＹに特化した店づくりを進めるとともに、お客様に満足していただける

品揃えを実現すべく、当社オリジナル商品を積極的に導入してまいります。また、お客様の快適な住生活

に役立つ店づくりを進める一方で、粗利益率の改善やローコストに徹するシステムの確立に取り組み、利

益率の向上を目指してまいります。なお、前期に引き続き既存店舗活性化にむけての改装並びに超大型物

件の開発に取り組んでまいります。 

以上により、次期の連結の業績は売上高48,230百万円、経常利益940百万円、当期純利益420百万円

を見込んでおります。 
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（４）事業等のリスク 

 当社グループの事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年3月31日）現在において、当

社グループが判断したものであります。 

 

①保有土地の含み損について 

 当社グループは平成18年3月末現在、帳簿価額9,380百万円の土地を所有しておりますが、バブル崩

壊後の日本経済の悪化による地価下落の影響により、時価が帳簿価額を下回る状況にあります。また、平

成17年4月1日以降開始する事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」の適用が義務付けられ、

収益状況及び地価の動向等によっては、減損損失の計上を行うこととなりました。その結果、今後の地価 

の動向及び当社グループの収益状況によっては、財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

 なお、これらの土地は販売を目的とするものではなく、主にホームセンター店舗として使用され、今後

においても継続して所有し事業の用に供することとしております。 

 

②為替変動による業績への影響について 

 当社グループは、外貨建ての輸入取引を行っており、それによる為替変動のリスクにさらされておりま

す。当社グループは為替変動リスクを軽減するために、為替予約等によるヘッジを行っておりますが、為

替が予想以上に変動した場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

 なお、当社グループは、投機目的やトレーディング目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。 

 

③金利変動による業績への影響について 

 当社グループは、店舗の出店及び改装に伴い、多額の設備投資が必要となります。このため当社グルー

プの総資産における有利子負債の割合は、高い水準となっております。当社グループの直近２期の有利子

負債の残高及び総資産における割合は下記のとおりであります。 

 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 （平成17年3月31日） （平成18年3月31日） 

 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

期末有利子負債残高 17,187,940 50.0 16,942,373 47.8 

総資産 34,391,257 100.0 35,436,220 100.0 

 

当社グループは、コミットメントライン契約により資金の安定調達を確保し、手許資金による借入金の

圧縮に注力し、また、金利スワップ取引等により金利変動のリスクを軽減するよう図っておりますが、金

利動向等の金融情勢が予想以上に変化した場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与え

る可能性があります。 

 

④法的規制について 

 当社グループは、新規店舗の出店におきまして「大規模小売店舗立地法」（以下「大店立地法」という。）

の規制を受けます。 

 これは売場面積1,000㎡超の店舗を新規出店する場合及び増床により売場面積が1,000㎡超の店舗にな

る場合に際し、騒音、交通渋滞、ごみ処理問題等、出店地近隣住民に対し生活環境を守る立場から都道府

県または政令指定都市が一定の審査をし、規制を行う目的で施行されたものであります。 
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当社グループは、1,000㎡超の店舗を出店する際には、出店地域の環境や住民、自治体等との調和を優先

的に考慮していく方針ではありますが、「大店立地法」の規制により計画どおりの出店ができない場合に

は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響がある可能性があります。 

 また、今後「大店立地法」を含む、いわゆる「まちづくり三法」の見直しが検討されております。この

見直しによる改正の結果、当社グループの出店計画に変更が生じる可能性があります。 

 

⑤当社を取巻く環境について 

 当社グループは、ＤＩＹ用品、家庭用品、カー・レジャー用品の販売を行うホームセンター事業を基幹

事業とし、静岡県を中心に愛知県、千葉県、神奈川県、山梨県に店舗展開しております。当社グループは、

オリジナル輸入商品による当社グループにしかできない品揃えや、新規販売商品の早期導入、徹底した経

費削減等、競争力の強化に努めておりますが、今後のホームセンター業界における競争の激化や競合他社

の新規出店の状況によっては、当社グループの財政状態及び経営成績に影響がある可能性があります。 

 

⑥会社と役員又は議決権の過半数を実質的に所有している株主との間の重要な取引関係について 

 当社グループは、一部店舗を関連当事者にあたる㈲無量寿及び㈲Ｔ・Ｈエンタープライズより賃借して

おります。その賃借条件は、近隣の相場を参考にして決定しております。 

 また、当社グループは、㈲無量寿の上記店舗不動産購入のための銀行借入に対し、債務保証を行ってお

ります。 

 

⑦個人情報について 

 当社グループは、多くの個人情報を商品注文書等の各種帳票類から入手しております。個人情報の取扱

については、各部署･各店舗ごとに管理責任者を選任し、社内ルールに従い徹底した管理を行っておりま

す。 

 しかしながら、何らかの原因により個人情報の流出が発生した場合には、損害賠償請求の発生や社会的

信用の失墜等、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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　　　　(単位:千円)
前　期　末 当　期　末 増　減

科　　目 (平成17年3月31日現在) (平成18年3月31日現在) (△は減)
金　額 構成比 金　額 構成比 金　額

(資  産  の  部) ％ ％

 流  動  資  産

現 金 及 び 預 金 1,991,735 1,182,993 △808,742

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 432,471 587,976 155,504

有 価 証 券 10,059 －　 △10,059

た な 卸 資 産 8,143,651 8,778,987 635,335

繰 延 税 金 資 産 157,604 139,652 △17,952

そ の 他 464,504 1,027,822 563,317

貸 倒 引 当 金 △241 △241 －　

流動資産合計 11,199,78532.6 11,717,19033.1 517,405

 固  定  資  産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物 4,706,570 4,468,032 △238,538

土 地 9,270,514 9,380,486 109,971

建 設 仮 勘 定 18,294 28,801 10,507

そ の 他 152,125 122,580 △29,544

  有形固定資産合計 14,147,50541.1 13,999,90039.5△147,604

無形固定資産 127,3340.4 97,4420.3 △29,892

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 878,812 1,270,911 392,099

長 期 貸 付 金 396,464 383,195 △13,269

保 証 金 5,794,440 5,595,397 △199,042

繰 延 税 金 資 産 972,257 782,133 △190,124

そ の 他 938,981 1,630,974 691,992

貸 倒 引 当 金 △64,325 △40,925 23,400

　投資その他の資産合計  8,916,63225.9 9,621,68727.1 705,055

固定資産合計 23,191,47167.4 23,719,03066.9 527,558

資  産  合  計 34,391,257100.035,436,220100.01,044,963

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

４－ａ連 結 貸 借 対 照 表
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　　　　(単位:千円)
前　期　末 当　期　末 増　減

科　　目 (平成17年3月31日現在) (平成18年3月31日現在) (△は減)
金　額 構成比 金　額 構成比 金　額

(負  債  の  部)

 流  動  負  債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 6,401,918 6,795,102 393,184

短 期 借 入 金 8,654,660 5,899,617 △2,755,043

１年以内償還予定社債 130,000 1,180,000 1,050,000

未 払 法 人 税 等 185,561 28,037 △157,523

そ の 他 1,061,238 1,443,740 382,502

 流動負債合計 16,433,37847.8 15,346,49843.3△1,086,880

 固  定  負  債

社 債 1,690,000 1,760,000 70,000

長 期 借 入 金 6,713,280 8,102,756 1,389,476

退 職 給 付 引 当 金 1,298,805 1,206,156 △92,649

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,072,800 1,021,125 △51,675

そ の 他 219,526 688,604 469,078

固定負債合計 10,994,41232.0 12,778,64236.11,784,229

負  債  合  計 27,427,79179.8 28,125,14079.4 697,349

少 数 株 主 持 分 －　 －　 －　 －　 －　

(資  本  の  部)

資 本 金 2,874,2548.4 2,874,2548.1 －　

資 本 剰 余 金 3,406,8599.9 3,406,8599.6 －　

利 益 剰 余 金 602,6051.7 696,3192.0 93,713

その他有価証券評価差額金 142,6440.4 376,8861.0 234,242

自 己 株 式 △62,897△0.2 △43,238△0.1 19,659

資  本  合  計 6,963,46520.2 7,311,08020.6 347,614

負債、少数株主持分及び資本合計 34,391,257100.035,436,220100.01,044,963

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

(少数株主持分)
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４－ｂ連 結 損 益 計 算 書

(単位：千円)

前　　期 当　　期 増　減

自　平成16年4月１日 自　平成17年4月１日

科　　　　　目 至　平成17年3月31日 至　平成18年3月31日 (△は減)

金　額 百分比 金　額 百分比 金　額

％ ％

売       上       高46,914,665100.047,371,438100.0 456,772

売    上    原    価33,786,87872.034,075,80071.9 288,921

売 上 総 利 益 13,127,78728.013,295,63828.1 167,851

営    業    収    入 448,2161.0 445,1720.9 △3,044

営 業 総 利 益 13,576,00428.913,740,81129.0 164,806

販売費及び一般管理費 12,368,50226.412,489,62026.4 121,117

営 業 利 益 1,207,5012.6 1,251,1902.6 43,689

営   業   外  収  益 41,8990.1 93,9030.2 52,004

受 取 利 息 25,175 25,254 79

受 取 配 当 金 4,310 4,923 613

為 替 差 益 －　 36,773 36,773

雑 収 入 12,413 26,951 14,537

営   業   外  費  用 487,4711.0 411,3630.9 △76,108

支 払 利 息 340,349 286,955 △53,393

融 資 手 数 料 103,539 54,666 △48,872

雑 損 失 43,583 69,741 26,157

経 常 利 益 761,9291.6 933,7312.0 171,801

特    別    損    失 1,572,7383.4 479,9731.0△1,092,765

前 期 損 益 修 正 損 －　 202,176 202,176

減 損 損 失 1,334,048 277,796 △1,056,251

退職給付引当金繰入額 140,951 －　 △140,951

出 店 計 画 中 止 損 97,738 －　 △97,738

税金等調整前当期純利益 －　 －　 453,7571.0 453,757

税金等調整前当期純損失 810,8081.7 －　 －　 △810,808

法人税、住民税及び事業税 376,5160.8 195,6880.4 △180,827

法 人 税 等 調 整 額 △243,918△0.5 53,7590.1 297,678

当 期 純 利 益 －　 －　 204,3090.4 204,309

当 期 純 損 失 943,4062.0 －　 －　 △943,406

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。
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４－ｃ連 結 剰 余 金 計 算 書

（単位：千円）

前　　期 当　　期 増　減

自　平成16年4月１日 自　平成17年4月１日

至　平成17年3月31日 至　平成18年3月31日 (△は減)

金　　額 金　　額 金　　額

3,406,859 3,406,859 －　

3,406,859 3,406,859 －　

1,653,293 602,605△1,050,687

－　 204,309 204,309

当 期 純 利 益 －　 204,309 204,309

1,050,687 110,596△940,091

当 期 純 損 失 943,406 －　 △943,406

配 当 金 107,280 107,279 △1

自 己 株 式 処 分 差 損 －　 3,316 3,316

602,605 696,319 93,713

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

科　　　目

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高
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（単位：千円）

前　期 当　期 増　減

自 平成16年4月１日自 平成17年4月１日

至 平成17年3月31日至 平成18年3月31日 (△は減)

金　　　額 金　　　額 金　　　額

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 －　 453,757 453,757

税金等調整前当期純損失 △810,808 －　 810,808

減価償却費 444,131 385,707△58,424

固定資産減損損失 1,334,048277,796△1,056,251

貸倒引当金の増減額(減少：△) △72 △23,400 △23,327

退職給付引当金の増減額（減少：△） 291,382 △92,649△384,032

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） 53,965 △51,675△105,640

受取利息及び受取配当金 △29,486 △30,178 △692

支払利息 340,349 286,955△53,393

為替差損益（差益：△） 11,220 △6,085 △17,306

有形固定資産除却損 4,374 2,085 △2,289

出店計画中止損 26,028 －　 △26,028

売上債権の増減額（増加：△） △58,265 △148,204△89,939

たな卸資産の増減額（増加：△） △398,616△635,335△236,719

仕入債務の増減額（減少：△） △225,976 398,546 624,522

未払消費税等の増減額（減少：△） △6,050 △25,230 △19,179

その他 31,816 253,252 221,435

小計 1,008,0401,045,34037,299

利息及び配当金の受取額 20,713 20,151 △561

利息の支払額 △339,513△289,014 50,498

法人税等の支払額 △520,375△352,673 167,702

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 168,865 423,804 254,939

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金等の預入による支出 △1,050,000△1,050,000 －　

定期預金等の払戻による収入 1,050,0001,050,000 －　

有価証券の償還による収入 20,000 －　 △20,000

有形固定資産の取得による支出 △90,931 △398,507△307,576

投資有価証券の取得による支出 △1,871 △1,739 132

保証金の預入による支出 △59,754 △98,874 △39,119

保証金の返還による収入 299,514 297,916 △1,597

その他 △588 40,157 40,746

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 166,367△161,046△327,413

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

科　　　目

４－ｄ連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：千円）

前　期 当　期 増　減

自 平成16年4月１日自 平成17年4月１日

至 平成17年3月31日至 平成18年3月31日 (△は減)

金　　　額 金　　　額 金　　　額

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（減少：△） 261,500 579,500 318,000

長期借入れによる収入 900,0004,166,0673,266,067

長期借入金の返済による支出 △1,901,960△6,111,788△4,209,828

社債の発行による収入 650,0001,250,000600,000

社債の償還による支出 △280,000△130,000 150,000

自己株式の増減額（増加：△） △771 16,342 17,113

配当金の支払額 △106,954△107,767 △812

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △478,185△337,645 140,540

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,220 6,085 17,306

現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △154,172 △68,801 85,371

現金及び現金同等物の期首残高 1,375,9671,221,795△154,172

現金及び現金同等物の期末残高 1,221,7951,152,993△68,801

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

科　　　目
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連結財務諸表作成のための基本となる事項 

１．連結の範囲に関する事項 

   当社のすべての子会社、㈱ジャンボ、㈱システック、㈱ジェイ・イー・サービス、㈱テル

ウェルホームセンター、㈱ブロスの計５社を連結の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事項 

   持分法を適用していない関連会社のディ・アイ・ワイ流通事業協同組合は、連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

   すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

  (１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券 

    その他有価証券 

          時価のあるもの    決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法 

                             により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

     時価のないもの     移動平均法による原価法 

    ②デリバティブ    時価法 

③たな卸資産     主として売価還元原価法を採用しております。 

  (２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    有形固定資産     定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備 

を除く）については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ２年～60年 

  (３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金  

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

②退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による

定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。 

③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

なお、当社及び連結子会社は、平成17年６月をもって当内規を廃止したため、平成17年７

月以降、新たな役員退職慰労引当金の繰入は行っておりません。当連結会計年度末における

役員退職慰労引当金残高は当内規の廃止以前から在職している役員に対する支給予定額で

あります。 

    (４)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

    (５)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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(６)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要

件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を採用しております。 

②ヘッジ対象 

借入金、社債及び外貨予定取引 

 ③ヘッジ方針 

通常業務を遂行するうえで金利・為替変動のリスクを調整・コントロールするため、金利

スワップ・為替予約等のヘッジ手段を利用することがあります。なお、投機目的やトレーデ

ィング目的ではヘッジ手段を利用しない方針であります。 

   ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しておりま

す。ただし、振当処理によっている為替予約及び特例処理によっている金利スワップについ

ては、有効性の評価を省略しております。 

  (７)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価法を採用しております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

    該当事項はありません。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいて作成しております。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からな

っております。 

 

(会計方針の変更) 

 従来、一部の連結子会社の退職給付債務の計算方法は簡便法によっておりましたが、当連結会

計年度末において原則法により計算する方法へ変更しております。この変更は、原則法に基づく

退職給付債務に関する数理計算を行うための社内体制が整ったことにより、期間損益を適正に表

示するためのものであります。この変更による退職給付債務の増加額を売上原価に 9,662千円、

販売費及び一般管理費に 16,437千円一括費用計上しております。この結果、従来の方法に比較

して、売上総利益は 9,662千円、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ

26,100千円減少しております。 

 なお、この変更が当下半期に行われたのは、原則法に基づく退職給付債務に関する数理計算を

行うための社内体制が当下半期に整ったことによるものであり、当中間連結会計期間は、従来の

方法によっております。従って、当中間連結会計期間は、変更後の方法によった場合に比べ、売

上総利益は 9,702千円、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益はそれぞれ 24,657千

円多く計上されております。 
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注記事項                    

①セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度及び当連結会計年度 

 ホームセンター事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業

利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類

別セグメント情報の記載を省略しております。 

２．所在地別セグメント情報 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び

在外支店がないため該当事項はありません。 

３．海外売上高 

   前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

 

②関連当事者との取引 

１．親会社及び法人主要株主等 (単位:千円) 

関係内容 

属 性 会社等の名称 住   所 
資本金又

は出資金 

事業の内

容又は職

業 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

役員

の兼

任等 

事業上

の関係 

静岡県富士市 98,925 不動産の

賃貸 

被所有 

直接21.4％ 

兼 任

３名 

店 舗 の

賃借 

取引の内容 取引金額 科  目 期末残高 

賃借料の支払 108,000 前払費用         9,450 

― ―  保証金 200,000 

その他

の関係

会社 

㈲無量寿 

同社の銀行借入に

対する債務保証 

750,000 ― ―  

(注)１.取引条件ないし取引条件の決定方針等 

   不動産の賃借料については、近隣の相場を参考にして定期的に交渉のうえ決定しております。 

   ２.銀行借入に対する債務保証については、当社に賃貸する店舗不動産購入のための資金借入

に対するものであります。 

   ３.取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．役員及び個人主要株主等 (単位:千円) 

関係内容 

属 性 会社等の名称 住   所 
資本金又

は出資金 

事業の内

容又は職

業 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

役員

の兼

任等 

事業上

の関係 

静岡県富士市 4,000 不動産の

賃貸 

  ― 兼任 

１名 

店 舗 の

賃借 

取引の内容 取引金額 科  目 期末残高 

賃借料の支払 9,240 前払費用 808 

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社 

㈲ティーエイ

チエンタープ

ライズ 

保証金の返還 4,440 保証金 53,954 

(注)１.取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 不動産の賃借料については、近隣の相場を参考にして定期的に交渉のうえ決定しております。 

    ２.取引金額には消費税等は含まれておりません。 
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③税効果会計 

前 期 当 期 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳  

   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳  

  繰延税金資産 

     退職給付引当金超過額 

   減損損失 

   役員退職慰労引当金繰入額否認 

  賞与引当金繰入限度超過額 

  投資有価証券評価損 

  その他 

  繰延税金資産小計 

  評価性引当額 

  繰延税金資産合計 

  繰延税金負債 

  その他有価証券評価差額金 

  その他 

  繰延税金資産の純額 

 

509,321千円 

499,533千円 

421,386千円 

111,563千円 

65,603千円 

116,191千円 

1,723,600千円 

△499,231千円 

1,224,369千円 

 

94,119千円 

386千円 

1,129,862千円 

  繰延税金資産 

    減損損失 

  退職給付引当金超過額 

  役員退職慰労引当金繰入額否認 

  賞与引当金繰入限度超過額 

    投資有価証券評価損 

  その他 

  繰延税金資産小計 

  評価性引当額 

  繰延税金資産合計 

  繰延税金負債 

  その他有価証券評価差額金 

  その他 

  繰延税金資産の純額 

 

565,999千円 

474,601千円 

400,914千円 

110,419千円 

65,603千円 

86,849千円 

1,704,389千円 

△533,986千円 

1,170,402千円 

 

248,437千円 

180千円 

921,785千円 

(注)繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の次の

項目に含まれております。 

(注)繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の次の

項目に含まれております。 

   流動資産－繰延税金資産 

   固定資産－繰延税金資産 

157,604千円 

972,257千円 

   流動資産－繰延税金資産 

   固定資産－繰延税金資産 

139,652千円 

782,133千円 

     法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との間に重要な差異があるときの、当

該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

     法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳 

当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を

計上したため、差異原因を注記しておりません。 

なお、法定実効税率は39.7％であります。 

法定実効税率 

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

住民税均等割額等 

評価性引当額の増減 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

39.7％ 

  

1.6％ 

6.4％ 

7.7％ 

△0.5％ 

54.9％ 
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④有価証券 

当連結会計年度（平成１８年３月３１日現在） 

有  価  証  券 

１．その他有価証券で時価のあるもの                      （単位:千円） 

 種  類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額 

(1)株式 

(2)債券 

 ①国債･地方債等 

②社債 

③その他 

(3)その他 

273,9264 

 

－ 

－ 

－ 

260,589 

768,310 

 

－ 

－ 

－ 

392,591 

494,383 

 

－ 

－ 

－ 

132,002 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

小  計 534,516 1,160,901 626,385 

(1)株式 

(2)債券 

 ①国債･地方債等 

②社債 

③その他 

(3)その他 

7,071 

 

100,000 

－ 

－ 

－ 

6,680 

 

99,330 

－ 

－ 

－ 

△391 

 

△670 

－ 

－ 

－ 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

小  計 107,071 106,010 △1,061 

合     計 641,587 1,266,911 625,324 

（注）当連結会計期間において減損処理は行っておりません。 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

当期中に売却いたしましたその他有価証券の売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載

を省略しております。 

 

３．時価のない主な有価証券の内容         （単位:千円） 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 

4,000 

 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額           （単位:千円） 

種類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

(1)債券 

 ①国債･地方債等 

②社債 

③その他 

(2)その他 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

99,330 

－ 

－ 

97,787 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

合計 － 197,117 － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

― １９ ― 



前連結会計年度（平成１７年３月３１日現在） 

有  価  証  券 

１．その他有価証券で時価のあるもの                      （単位:千円） 

 種  類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額 

(1)株式 

(2)債券 

 ①国債･地方債等 

②社債 

③その他 

(3)その他 

237,864 

 

100,000 

－ 

－ 

172,711 

474,944 

 

100,950 

－ 

－ 

188,614 

237,079 

 

950 

－ 

－ 

15,902 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

小  計 510,576 764,508 253,932 

(1)株式 

(2)債券 

 ①国債･地方債等 

②社債 

③その他 

(3)その他 

42,395 

 

－ 

－ 

－ 

86,076 

34,906 

 

－ 

－ 

－ 

76,398 

△7,489 

 

－ 

－ 

－ 

△9,678 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

小  計 128,471 111,304 △17,167 

合     計 639,048 875,812 236,764 

(注)当連結会計年度において減損処理は行っておりません。  

    

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券                                 （単位:千円） 

売  却  額 売却益の合計額 売却損の合計額 

－ － － 

 

３．時価のない主な有価証券の内容         （単位:千円） 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 

中期国債ファンド 

 

3,000 

10,059 

 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額           （単位:千円） 

種類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

(1)債券 

 ①国債･地方債等 

②社債 

③その他 

(2)その他 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

100,950 

－ 

－ 

68,754 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

合計 － 169,704 － － 

 

⑤デリバティブ取引関係 

 有価証券報告書においてＥＤＩＮＥＴによる開示を行っているため記載を省略しております。 
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⑥退職給付 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度及び確定給付年金制度、確定拠出
型の制度として確定拠出年金制度を設けております。なお、厚生年金基金制度の日本ディ・アイ・ワイ、
ホームセンター基金については総合設立の基金であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に
算定できないため、当該年金基金への要拠出額を費用処理しております。 
同基金の平成18年3月31日現在の年金資産(時価)掛金割合按分額1,359,725千円 
 
２．退職給付債務及びその内訳                          （単位:千円） 

  
前 期 

（平成17年3月31日現在） 

当 期 

（平成18年3月31日現在） 

 (1)退職給付債務 △1,790,573 △1,926,179 

 (2)年金資産 859,207 904,866 

 (3)未積立退職給付債務(1)+(2) △931,366 △1,021,312 

 (4)会計基準変更時差異の未処理額 － － 

 (5)未認識数理計算上の差異 309,701 354,574 

 (6)未認識過去勤務債務（債務の減額） △677,141 △539,417 

 (7)連結貸借対照表計上額純額(3)+(4)+(5)+(6) △1,298,805 △1,206,156 

 (8)前払年金費用 － － 

 (9)退職給付引当金(7)－(8) △1,298,805 △1,206,156 
 

３．退職給付費用の内訳                                                         （単位:千円） 

  
当 期 

（自 平成16年4月 １日 

至 平成17年3月31日） 

当 期 

（自 平成17年4月 １日 

至 平成18年3月31日） 

 (1)勤務費用 197,752 96,694 

 (2)利息費用 34,949 25,141 

 (3)期待運用収益（減算） － △583 

 (4)会計処理基準変更時差異の費用処理額 140,951 － 

 (5)数理計算上の差異の費用処理額 52,059 37,420 

 (6)過去勤務債務の費用処理額 △11,476 △137,723 

 (7)その他 － 58,278 

 (8)退職給付費用(1)+(2)+(3)+(4)+(5)+(6)+(7) 414,237 79,227 

（注）「（7）その他」は確定拠出年金への掛金支払額であります。 
 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前 期 

（平成17年3月31日現在） 

当 期 

（平成18年3月31日現在） 

 (1)割引率（％） 1.5 1.5 

 (2)期待運用収益率（％） 0 1.5 

 (3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

 (4)過去勤務債務の額の処理年数（年） 5 5 

 

 

 

 

(発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

による定額法により費用処

理しております。) 

(発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

による定額法により費用処

理しております。) 

 (5)数理計算上の差異の処理年数（年） 10 10 

 

 

 

 

 

 

(各連結会計年度の発生時に
おける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数に
よる定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理する
こととしております。) 

(各連結会計年度の発生時に
おける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数に
よる定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理する
こととしております。) 

 (6)会計基準変更時差異の処理年数（年） 5 － 
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⑦連結貸借対照表関係 

前 期 当 期 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

7,859,215千円 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

8,186,096千円 

２.関連会社に対する出資金  

  その他（投資その他の資産）       1,250千円 
２.関連会社に対する出資金 

  その他(投資その他の資産)     1,250千円 
３.担保資産及び担保債務 

  ①担保に供されている資産 

３.担保資産及び担保債務 

  ①担保に供されている資産 

   定期預金 

  建物 

  土地 

  定期預金（長期） 

      計 

750,000千円 

2,794,198千円 

8,690,503千円 

350,000千円 

12,584,701千円 

   建物 

  土地 

  定期預金（長期） 

      計 

2,659,105千円 

8,700,474千円 

1,100,000千円

12,459,580千円 

 上記のほか、関税法及び消費税法等に基づき

輸入商品の関税・消費税等の納期限延長の担保

として、投資有価証券100,950千円を供してお

ります。 

 上記のほか、関税法及び消費税法等に基づき

輸入商品の関税・消費税等の納期限延長の担保

として、投資有価証券99,330千円を供しており

ます。 

  ②担保が付されている債務   ②担保が付されている債務 

   短期借入金 

  社債 

  長期借入金 

     計 

 

保証債務 

4,120,600千円 

900,000千円 

6,239,400千円 

11,260,000千円 

 

750,000千円 

   短期借入金 

  １年以内償還予定社債 

  長期借入金 

     計 

    

保証債務 

2,924,400千円 

900,000千円 

6,475,000千円 

10,299,400千円 

 

750,000千円 

４.偶発債務 

保証債務 

下記の連結会社以外の会社の金融機関よりの借

入に対し債務保証を行っております。 

４.偶発債務 

保証債務 

下記の連結会社以外の会社の金融機関よりの借

入に対し債務保証を行っております。 

    (会社名) 

  ㈲無量寿 

     計 

(金 額) 

750,000千円 

750,000千円 

    (会社名) 

  ㈲無量寿 

計 

(金 額) 

750,000千円 

750,000千円 

５.当社の発行済株式総数は、普通株式 

  13,550,995株であります。 

５.当社の発行済株式総数は、普通株式 

  13,550,995株であります。 

６.当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

  142,543株であります。 

６.当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

  97,931株であります。 

７.消費税等の会計処理 

未払消費税等は、流動負債のその他に含めて表

示しております。 

７.消費税等の会計処理 

未払消費税等は、流動負債のその他に含めて表

示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― ２２ ― 



⑧連結損益計算書関係 

前 期 当 期 

１.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び 

金額 

１.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び 

金額 

  従業員給料手当 

  退職給付引当金繰入額 

  役員退職慰労引当金繰入額 

  賃借料 

4,155,824千円 

259,531千円 

53,965千円 

2,696,686千円 

  従業員給料手当 

  退職給付引当金繰入額 

  役員退職慰労引当金繰入額 

  賃借料 

4,271,501千円 

78,660千円 

11,480千円 

2,720,863千円 

２.減損損失  ２.減損損失  
 当連結会計年度において、当社グループは以下の
資産グループについて減損損失を計上しました。 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の
資産グループについて減損損失を計上しました。 

 
当社グループは、ホームセンター事業について
は各店舗毎、賃貸物件については個別の物件毎に
グループ化し、減損損失を認識しております。 
ホームセンター事業においては、近隣の同業他
社との厳しい競争の結果、営業損益の悪化が予想
される店舗について帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、また賃貸物件においては、土地市場価
格の下落により帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失（1,334,048千円）
として特別損失に計上いたしました。その内訳と
いたしましては、建物及び構築物699,993千円、
土地517,531千円、その他116,522千円でありま
す。 
なお、各資産の回収可能価額は正味売却価額又
は使用価値により測定しており、正味売却価額に
ついては不動産鑑定士による不動産鑑定評価額
等を、使用価値については将来キャッシュ・フロ
ーを３％で割り引いて算定しております。 
 

場 所 用 途 種 類 

愛知県稲沢市 
他６件 

店舗 
建物及び 
構築物等 

岐阜県岐阜市 
他２件 

賃貸物件 土地等 
 
当社グループは、ホームセンター事業について
は各店舗毎にグループ化し、減損損失を認識して
おります。 
ホームセンター事業においては、近隣の同業他
社との厳しい競争の結果、営業損益の悪化が予想
される店舗について帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失（277,796千円）
として特別損失に計上いたしました。その内訳と
いたしましては、建物及び構築物153,317千円、
その他124,479千円であります。 
なお、各資産の回収可能価額は正味売却価額に
より測定しており、正味売却価額については不動
産鑑定士による不動産鑑定評価額等により評価
しております。 
 

場 所 用 途 種 類 

静岡県榛原郡 
吉田町 他７件 

店舗 
建物及び 
構築物等 

                     

⑨連結キャッシュ・フロー計算書関係 

前 期 当 期 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 
 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

  現金及び預金勘定 1,991,735千円 現金及び預金勘定 1,182,993千円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金等 

△780,000千円 

 

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金等 
 

△30,000千円 

 
 

中期国債ファンド 
 

10,059千円 
 

現金及び現金同等物 1,152,993千円 

現金及び現金同等物 1,221,795千円   
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⑩リース取引関係 

前 期 当 期 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高

相当額 
 

 取 得 価

額 相 当

額 

減価償却

累計額相

当額 

減損損失

累計額相

当額 

期末残高

相当額 

 千円 千円 千円 千円 

車両運搬具 45,534 16,108   － 29,425 

工具器具備品 1,203,021 623,706 49,620 529,694 

合計 1,248,555 639,815 49,620 559,119 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高

相当額 
 

 取 得 価

額 相 当

額 

減価償却

累計額相

当額 

減損損失

累計額相

当額 

期末残高

相当額 

 千円 千円 千円 千円 

車両運搬具 39,354 22,230   － 17,123 

工具器具備品 1,170,608 472,832 119,987 577,789 

合計 1,209,962 495,063 119,987 594,912 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

  ②未経過リース料期末残高相当額等   ②未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 188,486千円 １年内 231,859千円 

１年超 370,632千円 １年超 434,884千円 

合計 

リース資産減損勘

定の残高 

559,119千円 

32,666千円 
合計 

リース資産減損勘定の残高 

666,743千円 

71,831千円 

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

  ③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

減価償却費相当額及び減損損失 

  ③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

減価償却費相当額及び減損損失 

   支払リース料 287,368千円    支払リース料 251,554千円 

リース資産減損勘定の取崩額 19,183千円 リース資産減損勘定の取崩額 40,435千円 

   減価償却費相当額 268,184千円    減価償却費相当額 211,119千円 

減損損失 51,850千円 減損損失 79,600千円 

  ④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

  ④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 
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５．販 売 の 状 況

                (単位:千円)
前      期 当      期

自　平成16年4月１日 自　平成17年4月１日 対前期

至　平成17年3月31日 至　平成18年3月31日 増減率

金　　額 構成比 金　　額 構成比

％ ％ ％

Ｄ Ｉ Ｙ 用 品 22,205,30747.3 22,508,53747.5 1.4

家 庭 用 品 20,958,77644.7 21,041,58744.4 0.4

カ ー ・ レ ジ ャ ー 用 品 2,911,6466.2 2,931,1756.2 0.7

46,075,73098.2 46,481,29998.1 0.9

838,9351.8 890,1381.9 6.1

46,914,665100.0 47,371,438100.0 1.0

(注)ホームセンター事業の構成内容は次のとおりであります。
    Ｄ  Ｉ  Ｙ  用  品 （園芸、木材、エクステリア、塗料、工具　等）
    家   庭    用   品（日用品、インテリア、電気用品、文具　等）
    カー・レジャー用品 （自転車、自転車用品、カー用品、レジャー用品　等）

合　　　　　　　計

区　　　　分

そ の 他 の 事 業

店
舗
売
上

ホームセンター事業計

ホ
ー
ム
セ
ン
タ
ー
事
業

－　２５　－




